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は じ め に
わが親友であり，敬愛すべき松山大学経営学部石田徳孝教授の退職記念論文
集の発行に際し，拙稿を提出することには些か躊躇するところがありましたが，
畏敬すべき宮内俊男大阪国際大学客員教授（元松山大学教授・前あいテレビ常
勤監査役・現株式会杜ミウラ社長），大阪国際大学教授高橋泰代氏，大阪国際
大学講師安高真一郎氏が拙稿の執筆に協力・参加するという強い味方を得まし
たので，ここに７５歳という高齢を顧みずに，拙稿を纏めることにしました。
なぜ躊躇したかといえば，７５歳という年齢の高さの理由以外に，前任校の
市立尾道大学から大阪国際大学に赴任して以来，キャッシュ・フロー会計は，
アメリカではすでに１９８７年１１月の FASB第９５号の公表以来，キャッシュ・
フロー計算書の名前で実務に定着しているし，日本でも２０００年３月決算の上
場企業より公表されるようになって，それほど大きな問題点を種々の文献を見
ても感得されなかったことによるものでした。
躊躇していたにも拘らず，敢えて拙稿を纏めようかなと思ったもう一つの理
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由は，昭和３９年（１９６４）以来，大学の教師を４８年間経験してきて，やはり一
年に一度はいかに忙しくても論文を書くことの意義と重要性がしっかりと心の
中にしまい込まれていたからでもありましょう。
とりわけ，今回は宮内俊男客員教授・高橋泰代教授・安高真一郎講師という
大阪国際大学グループの積極的な支持があり，四人で話し合いながら書くとい
うことは初めての経験でありましたので，この経験を石田徳孝松山大学名誉教
授もきっと喜んでくださるに違いないと思ったからです。その後，石田名誉教
授に確認したところ，「よいことだ」と快く納得してくださいました。宮内客
員教授と四人で共同執筆をしようと思ったもう一つの理由として，倉田は神戸
大学大学院修了後，松山商科大学（現松山大学経営学部）に２７歳で赴任し，
企業実務の経験が全くなく，それでいて会計学など教えていたのですから，畳
の上で水泳の仕方を教えていたようなものです。また，高橋教授・安高講師
も，倉田と同様に企業実務の経験もなく，大学院を修了して大学の先生になっ
たので，倉田と同様に，畳の上で水泳の仕方を教えている次第です。
その点，宮内客員教授は，現在も株式会社ミウラの社長を務めているように，
実務経験の豊富な先生です。その実務経験の豊富さを高く評価して大阪国際大
学の客員教授になっていただき，毎年７月に講義に来ていただいている次第
です。
その講義の際に，会計学を受講している全ての学生に，上場企業の三浦工業株
式会社の財務諸表を配り，大学の講義と実務が乖離していないこと，換言すれ
ば，大学の講義は企業実務と密接な関連性があること，企業実務の基礎的部分・
理論的部分等を構成していることを強調してくださっている次第です。そして，
倉田もそれらの資料を頂戴して，今回の論文に引用させていただいた次第です。
問 題 の 所 在
上場企業の財務諸表三表と言えば，やはり，貸借対照表・損益計算書・
キャッシュ・フロー計算書を三つの財務表と考えても良いのではあるまいか。
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損益計算書の純利益が貸借対照表に表示されることによって純利益が損益計算
書と貸借対照表とを結びつける「連結環」の役割を果たしていると考えられる
のである。この考え方の根底には，簿記原理での講義で，各種の費用と各種の
収益の諸勘定残高を，「集合勘定」としての「損益勘定」に振り替えて，そし
て，最終的に算定された残高の数値・純利益１００が出た場合に，借方・損益
１００・貸方・資本１００という仕訳を通して，資本勘定に振り替えることによっ
て，「損益勘定」と「資本勘定」がそれぞれに貸借一致して締め切られるとい
うことの技術的理由が存在する。簿記を最初に学んだとき，この不思議さに驚
いたものである。簿記理論的には，当たり前の話ではあるが，この不思議さが
私を簿記・会計学に導いてくれたような気がするのである。
なるほど，純利益の数値は損益計算書と貸借対照表を結びつける「連結環」
の役割をしているのか，と。この「連結環」という考え方がこの拙稿を四人で
書こうとした背景・問題意識にあるのである。
このような「連結環」的発想ないし観点から貸借対照表とキャッシュ・フロ
ー計算書との関係を見てみると上場各社によって相違が感得されるのである。
そこで，上場会社二社を取り上げてその相違を見てみたい。その相違から私た
ちなりの提言をしてみたいと思う。
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２０００年３月期決算の企業より，「連結キャッシュ・フロー計算書」が公表さ
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れるようになり，われわれも「有価証券報告書総覧」において，上場企業の「連
結キャッシュ・フロー計算書」をみることができる。そこで，三浦工業株式会
社とキヤノン株式会社の二社の貸借対照表の一部とキャッシュ・フロー計算書
を示して，両者の違いを明らかにしてみたいと思う。貸借対照表はこの論文に
関係する資産の部だけを表示する。当面，連結貸借対照表の負債の部等や損益
計算書等はこの論文の主旨に照らしてみて必要性がないので割愛する。また，
この拙稿を纏めている７月の現段階では，「平成２２年３月」の有価証券報告書
総覧しか入手できなかったことを初めに申し上げておきたい。
２ 三浦工業株式会社の連結貸借対照表の資産の部と
連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）
前連結会計年度
（平成２１年３月３１日）
当連結会計年度
（平成２２年３月３１日）
資産の部
流動資産
現金及び預金 ８，３３６ ８，７７１
受取手形及び売掛金 １９，３９８ １８，５１８
リース債権及びリース投資資産 ３，１０１ ２，９９０
有価証券 １５，２００ １５，０００
金銭の信託 １７１ １３
商品及び製品 ２，４４０ ２，４９９
仕掛品 １，５３８ １，４１０
原材料及び貯蔵品 ３，６４４ ３，６５３
繰延税金資産 １，８９９ １，９５０
その他 １，３６３ １，７８０
貸倒引当金 △８２ △１５８
流動資産合計 ５７，０１２ ５６，４３０
１ 【連結財務諸表等】
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 【連結貸借対照表】
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（単位：百万円）
前連結会計年度
（平成２１年３月３１日）
当連結会計年度
（平成２２年３月３１日）
固定資産
有形固定資産
建物及び構築物 ２１，１６７ ２４，１０２
減価償却累計額 △８，８３３ △９，４９０
建物及び構築物（純額） １２，３３３ １４，６１２
機械装置及び運搬具 ４，６８１ ５，２０９
減価償却累計額 △２，７３３ △３，１６８
機械装置及び運搬具（純額） １，９４７ ２，０４１
土地 ９，６９８ ９，６９９
リース資産 ３１ ２５
減価償却累計額 △９ △１４
リース資産（純額） ２１ １１
建設仮勘定 １３３ １５０
その他 ５，７５９ ５，９６７
減価償却累計額 △４，７１５ △５，０１５
その他（純額） １，０４３ ９５１
有形固定資産合計 ２５，１７９ ２７，４６５
無形固定資産 ５５６ ５４２
投資その他の資産
投資有価証券 ８，７９９ １０，０７２
繰延税金資産 － ６
長期預金 ５８ ４１
その他 ５，２２９ ３，９９５
貸倒引当金 △２０９ △１３８
投資その他の資産合計 １３，８７８ １３，９７７
固定資産合計 ３９，６１４ ４１，９８５
資産合計 ９６，６２７ ９８，４１６
キャッシュ・フロー会計の問題点 ５３
（単位：百万円）
前連結会計年度
（自 平成２０年４月１日
至 平成２１年３月３１日）
当連結会計年度
（自 平成２１年４月１日
至 平成２２年３月３１日）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 ９，０４８ ５，８０８
減価償却費 １，８８５ １，９５６
貸倒引当金の増減額（△は減少） △２８ ３
賞与引当金の増減額（△は減少） ６８３ ４３２
受取利息及び受取配当金 △４３０ △３１３
支払利息 ０ ０
投資有価証券評価損益（△は益） ０ １
金銭の信託の運用損益（△は運用益） ７２７ △４
為替差損益（△は益〕 ２１ ３２
有形固定資産除売却損益（△は益） ２９ ６４
売上債権の増減額（△は増加） ４２４ １，３３６
たな卸資産の増減額（△は増加） △１，１３９ ２１２
仕入債務の増減額（△は減少） ２２０ △２７８
その他 ６６８ ８５７
小計 １２，１１０ １０，１０８
利息及び配当金の受取額 ４１２ ３１１
利息の支払額 △０ △０
法人税等の支払額 △３，６１２ △３，８４５
営業活動によるキャッシュ・フロー ８，９１１ ６，５７４
投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △４，２７２ △８，３３１
定期預金の払戻による収入 １，８４５ ７，７６２
貸付けによる支出 △３６４ △８４１
貸付金の回収による収入 ３６５ ３５４
有価証券の取得による支出 △２２，０００ △２２，０００
有価証券の売却及び償還による収入 １０，８００ ２４，７００
投資有価証券の取得による支出 △１，５０４ △１，５０２
 【連結キャッシュ・フロー計算書】
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続いて，三浦工業株式会社の連結キャッシュ・フロー計算書を表示すること
にする。上の連結貸借対照表の資産の部に表示されている「現金及び預金」の
勘定科目と平成２１年３月３１日の金額８，３３６（百万円）と平成２２年３月３１日
（単位：百万円）
前連結会計年度
（自 平成２０年４月１日
至 平成２１年３月３１日）
当連結会計年度
（自 平成２１年４月１日
至 平成２２年３月３１日）
投資有価証券の売却及び償還による
収入
－ ０
金銭の信託の解約による収入 １，７２１ １６３
関係会社出資金の払込による支出 △１，９７５ △１
有形固定資産の取得による支出 △２，１８５ △３，０７２
有形固定資産の売却による収入 １０ １１８
事業譲渡による収入 ５ －
その他 △２３７ △１７１
投資活動によるキャッシュ・フロー △１７，７８９ △２，８２１
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △５０ １２
リース債務の返済による支出 △９ △８
長期借入れによる収入 ５０ －
長期借入金の返済による支出 － △５０
自己株式の取得による支出 △３ △１
自己株式の売却による収入 ８８ ６２
配当金の支払額 △１，８７２ △１，７５８
財務活動によるキャッシュ・フロー △１，７９６ △１，７４３
現金及び現金同等物に係る換算差額 △７２ ３
現金及び現金同等物の増減額（△は減
少）
△１０，７４７ ２，０１２
現金及び現金同等物の期首残高 １９，９７５ ９，２２８
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金
同等物の増減額（△は減少）
－ ２７２
現金及び現金同等物の期末残高 ９，２２８ １１，５１３
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の金額８，７７１（百万円）の金額に注目して頂きたい。併せて，連結キャッシュ・
フロー計算書に目を向けてみよう。連結キャッシュ・フロー計算書の最終の名
前は「現金及び現金同等物の期末残高」という名前になっており，金額は９，２２８
（百万円）（自平成２０年４月１日至平成２１年３月３１日）また（自平成２１年４
月１日至平成２２年３月３１日）で金額は１１，５１３（百万円）になっている。
この二つの金額は上に示した連結貸借対照表・資産の部に表示されている
「現金及び預金」の勘定科目の二つの金額と異なっている。その理由は連結貸
借対照表上では「現金及び預金」という勘定科目の金額を表示しているが，
キャッシュ・フロー計算書では，「現金及び現金同等物」となっているからで
あろう。両者の金額の不一致は，結論的にいえば，連結貸借対照表・資産の部
では，即座に支払い可能な「現金及び預金」という勘定科目が使用されている
が，キャッシュ・フロー計算書では「現金及び現金同等物」という，広い概念
の名前・説明的記述が行われていて，「現金同等物」という即座に使用可能性
が問題になる用語が使用されていることによるものであろう。
その広い概念の名前・記述的説明語が用いられたことによって，貸借対照表
とキャッシュ・フロー計算書とを結びつける「連結環」的役割は考えられてい
ないのではあるまいか。財務諸表の読者に情報提供することにキャッシュ・フ
ロー計算書の意義と役割があるという見解に立てば「現金及び現金同等物」と
いう言葉も支持されるであろうが，新たに「現金同等物」とは何かを一目でわ
かるような説明が求められてくるのではあるまいか。もちろん，三浦工業株式
会社の場合，「有価証券報告書総覧」の４０頁以下に「連結財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項」の６番目（４３頁）に「連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲」という欄があって，そこには丁寧に「（現金及び現
金同等物）は，手許現金，随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であ
り，かつ，価値の変動について少なリスクしか負わない取得日から３か月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっております。」と記載されている。
この記載は情報提供という意味からも高く評価されて良いと思われる。問題
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は，「容易に換金可能」という言葉と「３か月以内に償還期限が到来する」と
いう言葉にある。「企業の明日は分からない」といった言葉を故三浦保社長は
よく言っておられたことを倉田は思い出した次第である。
この拙稿を書いている平成２３年７月２０日を過ぎても，まだ平成２３年度の
「有価証券報告書総覧」を入手できないので，新しい連結貸借対照表・連結
キャッシュ・フロー計算書がどのように変わっているか不明であることはお詫
びせざるを得ない。書店に尋ねると８月中旬には入るとのこと。従ってこの拙
稿は平成２２年度の「有価証券報告書総覧」を用いている次第である。という
ことは，株主の皆さんは，６月中旬頃に開催される株主総会で入手できる連結
貸借対照表では，「現金及び預金」の勘定科目の内容の詳細を確認できないま
まに，提案された財務諸表を承認せざるを得なかったということである。
３ キヤノン株式会社の連結貸借対照表資産の部と
連結キャッシュ・フロー計算書
以上のような点に注意して，次に表示するキヤノン株式会社の連結貸借対照
表の資産の部と連結キャッシュ・フロー計算書を見てみよう。
以下にキヤノン株式会社の連結貸借対照表・資産の部と連結キャッシュ・フ
ロー計算書を示すことにする。
第１０９期
（平成２１年１２月３１日）
第１１０期
（平成２２年１２月３１日）
区 分
注記
番号
金額
（百万円）
構成比
（％）
金額
（百万円）
構成比
（％）
（資産の部）
 流動資産
１ 現金及び現金同等物 注１ ７９５，０３４ ８４０，５７９
２ 短期投資 注２ １９，０８９ ９６，８１５
１ 【連結財務諸表等】
 【連結財務諸表】
 【連結貸借対照表】
キャッシュ・フロー会計の問題点 ５７
第１０９期
（平成２１年１月１日から
平成２１年１２月３１日まで）
第１１０期
（平成２２年１月１日から
平成２２年１２月３１日まで）
区 分
注記
番号
金額（百万円） 金額（百万円）
 営業活動によるキャッシュ・フロー
１ 非支配持分控除前当期純利益 １３５，２３３ ２５２，７０３
２ 営業活動によるキャッシュ・
フローへの調整
減価償却費 ３１５，３９３ ２７６，１９３
固定資産売廃却損 ８，２１５ ２１，１２０
固定資産減損 注５ １５，４６６ １，２８８
投資減損 ２，３９８ ２３，３３０
持分法投資損益 １２，６４９ △１０，４７１
法人税等繰延税額 ２０，７１２ ２９，３８１
売上債権の減少（△増加） ４８，２４４ △６，６７１
たな卸資産の減少（△増加） １４３，５８０ △１７，５３２
買入債務の増加（△減少） △７６，８４３ １１５，７２６
未払法人税等の増加（△減少） △２１，０２３ ２５，２２８
未払費用の増加（△減少） △９，８２７ ７７
３ 売上債権 注３ ５５６，５７２ ５５７，５０４
４ たな卸資産 注４ ３７３，２４１ ３８４，７７７
５ 前払費用及び
その他の流動資産
注６，１２，
１７
２７３，８４３ ２５０，７５４
流動資産合計 ２，０１７，７７９ ５２．４ ２，１３０，４２９ ５３．５
 長期債権 注１８ １４，９３６ ０．４ １６，７７１ ０．４
 投資 注２ １１４，０６６ ３．０ ８１，５２９ ２．０
 有形固定資産 注５，６ １，２６９，７８５ ３３．０ １，２０１，９６８ ３０．２
 無形固定資産 注８ １１７，３９６ ３．１ １５３，０２１ ３．８
 その他の資産 注６，８，
１１，１２
３１３，５９５ ８．１ ４００，１０２ １０．１
資産合計 ３，８４７，５５７ １００．０ ３，９８３，８２０ １００．０
 【連結キャッシュ・フロー計算書】
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未払（前払）退職及び年金費用の増加 ４，７６５ ４，１４７
その他－純額 １２，２７３ ２９，８９４
営業活動によるキャッシュ・フロー ６１１，２３５ ７４４，４１３
 投資活動によるキャッシュ・フロー
１ 固定資産購入額 注５ △３２７，９８３ △１９９，１５２
２ 固定資産売却額 注５ ８，８９３ ３，３０３
３ 売却可能有価証券購入額 △３，２５３ △１０，８９１
４ 売却可能有価証券売却額及び償還額 ２，４６０ ３，９１０
５ 定期預金の増加－純額 △１１，３４５ △８０，９０４
６ 子会社買収額（取得現金控除後） △２，９７９ △５５，６８６
７ 投資による支払額 △３７，９８１ △１，９５５
８ その他－純額 １，９４４ △７５８
投資活動によるキャッシュ・フロー △３７０，２４４ △３４２，１３３
 財務活動によるキャッシュ・フロー
１ 長期債務による調達額 ３，３６１ ５，９０２
２ 長期債務の返済額 △６，２８２ △５，７３９
３ 短期借入金の減少－純額 △２８０ △７４，９３３
４ 配当金の支払額 △１３５，７９３ △１３６，１０３
５ 自己株式取得－純額 △４２ △６１，１９６
６ その他－純額 △３，３４３ △７，８２８
財務活動によるキャッシュ・フロー △１４２，３７９ △２７９，８９７
 為替変動の現金及び現金同等物への
影響額
１７，２２６ △７６，８３８
 現金及び現金同等物の純増減額 １１５，８３８ ４５，５４５
 現金及び現金同等物の期首残高 ６７９，１９６ ７９５，０３４
 現金及び現金同等物の期末残高 ７９５，０３４ ８４０，５７９
年間支払額
利息 ３８４ １，９２４
法人税等 ８２，９０６ ８０，２１２
補足情報
キャッシュ・フロー会計の問題点 ５９
キヤノン株式会社の連結貸借対照表・資産の部では「現金及び現金同等物」
という勘定科目とは言い難いような名前が使用されている。そしてこの「現金
及び現金同等物」という名前はキャッシュ・フロー計算書の最後の欄でも見ら
れるのである。金額も第１０９期では７９５，０３４（百万円），第１１０期では８４０，５７９
（百万円）となっていて，「現金及び現金同等物」という名前と「金額」に関し
ては二つの財務諸表を結びつける「連結環」的役割を看取できるのである。
そこで問題は「有価証券報告書総覧」には，二つの企業に相違点があるか否
かである。たしかに相違は見て取れたのである。キヤノン株式会社の場合２頁
目の第一部「企業情報」の個所に「現金及び現金同等物」という項目があって，
金額は貸借対照表とキャッシュ・フロー計算書と同じ金額が示されているので
ある。参考までに，第一部「企業情報」を表示しておこう。
回 次 第１０６期 第１０７期 第１０８期 第１０９期 第１１０期
決算年月 平成１８年１２月 平成１９年１２月 平成２０年１２月 平成２１年１２月 平成２２年１２月
売上高 （百万円）４，１５６，７５９ ４，４８１，３４６ ４，０９４，１６１ ３，２０９，２０１ ３，７０６，９０１
税引前当期純利益 （百万円） ７１９，１４３ ７６８，３８８ ４８１，１４７ ２１９，３５５ ３９２，８６３
当社株主に帰属する
当期純利益
（百万円） ４５５，３２５ ４８８，３３２ ３０９，１４８ １３１，６４７ ２４６，６０３
株主資本 （百万円）２，９８６，６０６ ２，９２２，３３６ ２，６５９，７９２ ２，６８８，１０９ ２，６４５，７８２
総資産額 （百万円）４，５２１，９１５ ４，５１２，６２５ ３，９６９，９３４ ３，８４７，５５７ ３，９８３，８２０
１株当たり株主資本 （円） ２，２４２．７８ ２，３１７．３９ ２，１５４．５７ ２，１７７．５３ ２，１５３．７３
基本的１株当たり
当社株主に帰属する （円）
当期純利益
３４１．９５ ３７７．５９ ２４６．２１ １０６．６４ １９９．７１
希薄化後１株当たり
当社株主に帰属する （円）
当期純利益
３４１．８４ ３７７．５３ ２４６．２０ １０６．６４ １９９．７０
株主資本比率 （％） ６６．０ ６４．８ ６７．０ ６９．９ ６６．４
第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】
 連結経営指標等
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参考までに，キヤノン株式会社の「有価証券報告書」の３６頁の５番目「流
動性と資金源泉」の個所を見ると（１）現金及び現金同等物について説明があ
り，そこには「当社の現金及び現金同等物は主に円と米ドルを中心としており
ますが，その他の外貨でも保有しております」とだけ，極めて簡単に記述され
ているにすぎない。従って，現金同等物の内容は漠として不明である。これで
情報提供ができたといえるのであろうか。
４ 終 わ り に
三浦工業株式会社とキヤノン株式会社の連結貸借対照表・資産の部の「現金
及び預金」と「現金及び現金同等物」と連結キャッシュ・フロー計算書の最終
項目である「現金及び現金同等物」とは金額に関して些か異なっている。連結
貸借対照表上に「現金及び預金」と表示している三浦工業の方が情報価値があ
るのか，キヤノンのように連結貸借対照表上に「現金及び現金同等物」と表示
株主資本当社株主に
帰属する当期純利益率
（％） １６．３ １６．５ １１．１ ４．９ ９．２
株価収益率 （倍） １９．６ １３．８ １１．３ ３６．７ ２１．１
営業活動による
キャッシュ・フロー
（百万円） ６９５，２４１ ８３９，２６９ ６１６，６８４ ６１１，２３５ ７４４，４１３
投資活動による
キャッシュ・フロー
（百万円） △４６０，８０５ △４３２，４８５ △４７２，４８０ △３７０，２４４ △３４２，１３３
財務活動による
キャッシュ・フロー
（百万円） △１０７，４８７ △６０４，３８３ △２７７，５６５ △１４２，３７９ △２７９，８９７
現金及び現金同等物
の期末残高
（百万円）１，１５５，６２６ ９４４，４６３ ６７９，１９６ ７９５，０３４ ８４０，５７９
従業員数 （名）
［外，平均臨時従業員数］
１１８，４９９
［ ３０，３９４］
１３１，３５２
［ ４１，９８４］
１６６，９８０
［ １７，３９５］
１６８，８７９
［ －］
１９７，３８６
［ －］
（注）１ 当社の連結財務諸表は，米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作
成されております。
２ 売上高には，消費税等を含んでおりません。
３ 平均臨時従業員数が従業員数の１００分の１０未満である事業年度については，平均
臨時従業員数を記載しておりません。
キャッシュ・フロー会計の問題点 ６１
する方が良いのか，筆者も悩んでいるところである。その悩みを解決してくれ
る一つの手段が連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書とを連結して
くれるような，同じ用語が使用されているということである。同じ用語が使用
されているという観点では，それはキヤノン株式会社の場合，連結貸借対照表
上の「現金及び現金同等物」という用語である。キヤノンの連結キャッシュ・
フロー計算書の末尾にも同じ用語と同じ金額が表示されているので，財務諸表
を読む読者は連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書との間に「連結
環」があるという意味で安心感がもてるのではあるまいか。
しかし，「現金同等物」とは何かという問題は残るのではあるが。
その点，三浦工業の場合，連結貸借対照表上では「現金及び預金」と明示さ
れている。しかし，連結キャッシュ・フロー計算書上の末尾では「現金及び現
金同等物」となっていて，連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書と
が同じ用語で連結されているとは言い難いのではあるまいか。たしかに，「有
価証券報告書総覧」の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の
６番目を見れば理解できるけれども。
このような悩みに 着するとき，筆者は「キャッシュ・フロー計算書」とい
う用語自体の使用が適正なものであったかどうかについても悩むのである。筆
者は昭和６０年（１９８５年）に，日本会計研究学会第４４回全国大会（於関西学
院大学）の統一論題報告「会計情報の拡大－資金計算書の導入」というテーマ
で報告したが，それ以来「資金計算書」という名前を使用してきた。
しかし現在，「キャッシュ・フロー計算書」という用語が，広く市民権を得
て，実務や学会においても闊歩している。
昔，明治政府は，各分野の専門科目の外来語を，できるだけわかりやすい日
本語に訳すように，併せてその場合，できるだけ短く・二語ぐらいに纏めるよ
うにと，その時代の学者に依頼したとのことである。
例えば「経営」という言葉は，水墨山水画の画評の規範となっている「経営
位置」という用語から派生したといわれている。この「経営位置」という用語
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を三年前まで務めていた市立尾道大学の美術学部の講義で，仲の良い美術画家
としても有名な今井昭吾（珠泉）教授が学生に教えていたのには倉田はビック
リしたものである。ちなみに「経営位置」という用語は極めて古くから存在し
ている。南斉（４７９－５０２年）の謝嚇が「古画品絵録」に掲げた有名な「画の
六法」の中の５番目に「経営位置」という用語を掲げている。（例えば内藤湖
南全集１３巻にも見られる）。この六法は後世長く絵画批評の原則となったが，
簡単にいえば，「経営位置」とは内側の主題と外側の主題とを按配良く構成す
るという意味である。
内側の主題とは，経営者が企業の経営理念を確立していくことに併せて，企
業の財務安定性と収益性を確保することである。財務安定性は貸借対照表と資
金計算書から測定されるのである。そのような経営の歴史的な意味合いを斟酌
もせずに，極めて簡単に「キャッシュ・フロー計算書」という外来語を使用す
ることに筆者は呆れてしまって歳月を重ねてきた次第である。この拙稿が筆者
の最後の論文となるので敢えて苦言を呈した次第である。
もう一言，明治の初期の学者たちの努力について付言すれば，明治の初期の
哲学者・西周は“Philosophy”「哲学」という言葉を訳出したし，福沢諭吉は「帳
合の法」を「簿記」と訳したのである。このような先人の苦労を思い起こすと
き，極めて簡単に「キャッシュ・フロー計算書」という原語をそのまま日本語
に訳出した現代人の努力の足りなさを残念に思うのである。会計は経営を支え
る重要な技術というか技法である。ましてや企業を取り囲む利害関係者に情報
を提供する重要な手段である。その重要な情報を理解し難い・あるいは他の情
報を引用・駆使してやっと理解できるということは問題ではあるまいか。
結論的に言えば，連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書とを連結
する「連結環」的用語の誕生・統一化を期待したい。
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